
別表Ｃ(1) 遊休財産額の保有制限の判定
事業
年度

自 令和6年4月1日 法人コード A007700

至 令和7年3月31日 法人名
公益財団法人奈良先端科学
技術大学院大学支援財団

この様式では、遊休財産額が、遊休財産額の保有上限額を超えていないことを確認します。
遊休財産額は、以下の計算により算定します。

遊休財産額＝資産－（負債＋一般社団・財団法人法第131条の基金）－（控除対象財産－対応負債の額※）

※対応負債の額とは、控除対象財産に直接対応する負債の額とその他の負債のうち控除対象財産に按分された負債の合計額です。
　なお、控除対象財産から対応負債の額を控除するのは、借入金等によって資産を取得している場合には、負債が二重で減算される
　ことになってしまうためです。

１．遊休財産額の計算に必要な数値の作成（下記３．及び４．に必要な数値を作成します。）

資産の部  負債の部

流動資産計 1 41,935,102 円 流動資産に直接対応する負債の額 6 200,251 円

固
定
資
産

控除対象財産（別表C(2)から転記） 2 3,171,048,315 円 控除対象財産に直接対応する負債の額　32欄 7 円

その他の固定資産　4欄-2欄 3 0 円 その他の固定資産に直接対応する負債の額 8 円

固定資産計　5欄-1欄 4 3,171,048,315 円 引当金勘定の合計額　35欄 9 円

その他負債の額　11欄-6欄-7欄-8欄-9欄 10 0 円

負債計　26欄 11 200,251 円

正味財産の部

一般社団・財団法人法第131条の基金　27欄 12 円

指定正味財産の額　33欄 13 円

一般正味財産の額　15欄-12欄-13欄 14 3,212,783,166 円

正味財産計 15 3,212,783,166 円

資産計 5 3,212,983,417円 負債及び正味財産合計　5欄（11欄+15欄と同額） 16 3,212,983,417 円

２．遊休財産額の保有上限額（＝公益目的事業の実施に要した費用の額に準ずる額）の計算
損益計算書上の公益目的事業
に係る事業費の額 17 42,250,579 円 公益実施費用額から控除する引当金の取崩額 21 円

商品等の原価を予め費用計上していない場合のみ
商品等譲渡に係る原価相当額 18 円 財産の譲渡損、評価損等の額 22 円

特定費用準備資金の公益実施費用額への算入額
(別表C(5)から転記(公益目的事業の場合のみ)) 19 円

特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額
(別表C(5)から転記(公益目的事業の場合のみ)) 23 円

計　(17欄+18欄+19欄) 20 42,250,579 円 控除額計　(21欄+22欄+23欄) 24 0 円

３．遊休財産額の計算

資産　5欄 25 3,212,983,417 円 控除対象財産の額　2欄 28 3,171,048,315 円

負債　11欄 26 200,251 円 対応負債の額　39欄 29 0 円

一般社団・財団法人法
第131条の基金　12欄 27 0 円

遊休財産額　25欄-26欄-27欄-28欄+29欄
（0以下の場合は0） 30 41,734,851 円

４．対応負債の額の計算（次の２つの方法のうちいずれかをリストから選択してください。）

公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法 公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法

控除対象財産の額　2欄 31 3,171,048,315 円 控除対象財産の額　2欄又は28欄 31 円

控除対象財産に直接対応する負債の額　7欄 32 0 円

指定正味財産の額　13欄 33 0 円 指定正味財産の額　13欄 33 円

31欄-32欄-33欄 34 3,171,048,315 円 31欄-33欄 34 0 円

引当金勘定の合計額　9欄 35 0 円 引当金勘定の合計額　9欄 35 円

各資産に直接対応する負債の額　6欄+7欄+8欄 36 200,251 円

その他負債の額　10欄（11欄-35欄-36欄と同額） 37 0 円 その他負債の額　11欄-35欄 37 0 円

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄）と
同額（0以下の場合は0） 38 3,212,783,166 円

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄）と同
額（0以下の場合は0） 38 0 円

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 39 0 円 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄) 39 円

【判定結果】

 遊休財産額の保有上限額　20欄-24欄 40 42,250,579 円

 遊休財産額　30欄 41 41,734,851 円

 遊休財産額の保有上限額の超過の有無 42 適合



事業
年度

自 令和6年4月1日 法人コード A007700

至 令和7年3月31日 法人名
公益財団法人奈良先端科学技
術大学院大学支援財団

【別表C(2)　控除対象財産】 ※　法人の管理運営に用いる財産については、事業番号の欄に「管」と記載してください。

１．公益目的保有財産

番号 財産の名称
場所

事業区分
※ 財産の使用状況

（概要、使用面積、使用状況
等）

帳簿価額
不可欠
特定財産 共用財産

面積、構造、物量等 事業番号 期首 期末 取得時期 共用割合

1
普通預金
　(基本財産)

南都銀行登美が丘
支店

公 運用益を公益目的事業の財源と
している

0円 0円
2-1

1口座 1 0.0 %

2
定期預金
（基本財産）

南都銀行登美が丘
支店

公 運用益を公益目的事業の財源と
している

0円 0円
2-2

1口座 1 0.0 %

3
投資有価証券
　(基本財産)

野村證券他 公 運用益を公益目的事業の財源と
している

1,200,000,000 円 1,200,000,000 円
2-3

社債、円建外債等 1 66.7 %

4
建物
　(特定資産)

生駒市高山町8916
番地12

公 1～2階と4階の一部を公益目的
事業に使用している

585,345,802 円 573,950,792 円
2-4

鉄筋コンクリート造、
4階建て、5,451.20平
方メートル

1 62.1 %

5
助成基金
　(特定資産)

みずほ証券他 公 運用益を公益目的事業の財源と
している

120,000,000 円 130,000,000 円
社債、普通預金等 1 100.0 %

6
機械装置
　(その他固定資産)

生駒市高山町8916
番地12

公
公益目的事業の用に供している 321,601 円 321,601 円

2-6

映像設備、中央監視
システム

1 40.0 %

7
什器備品
　(その他固定資産)

生駒市高山町8916
番地12

公
公益目的事業の用に供している 182,485 円 182,485 円

2-7

PC、厨房設備他 1 50.0 %

8
ソフトウェア
　(その他固定資産)

生駒市高山町8916
番地12

公
公益目的事業の用に供している 2円 2円

2-8

HP作成一式、Webサ
イトコンテンツ

1 100.0 %

9
電話加入権
　(その他固定資産)

公
公益目的事業の用に供している 300,664 円 300,664 円

2-9

電話回線14回線 1 50.0 %

10 長期前払費用
損害保険ジャパン他 公 公益目的事業に使用している建

物の火災保険長期契約の前払
い分、会計ソフトクラウド利用料
前払い分

360,316 円 0円
2-11

火災保険1契約他 1 0.0 %

11 円 円
%

12 円 円
%

13 円 円
%

14 円 円
%

14 円 円
%

計（A） 1,906,510,870 円 1,904,755,544 円



２．公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産

番号 財産の名称
場所

事業区分
※ 財産の使用状況

(概要、使用面積、使用状況等)

帳簿価額 共用財産

面積、構造、物量等 事業番号 期首 期末 共用割合

1
普通預金
　(基本財産)

南都銀行登美が丘
支店

管 運用益を管理運営費の財源として
いる

1,505,829 円 937,247 円
1-1

1口座 100.0 %

2
定期預金
（基本財産）

南都銀行登美が丘
支店

管 運用益を管理運営費の財源として
いる

0円 200,000,000 円
1-2

1口座 100.0 %

3
投資有価証券
　(基本財産)

野村證券他 管 運用益を管理運営費の財源として
いる

798,494,171 円 599,062,753 円
1-3

社債、円建外債等 33.3 %

4
建物
　(特定資産)

生駒市高山町8916
番地12

管 サイエンスプラザ　3階と4階の一部
を収益事業と管理運営の用に供し
ている

357,586,403 円 350,307,199 円
1-4

鉄筋コンクリート造、
4階建て、5,451.20平
方メートル

収1 37.9 %

5
運営基金
　(特定資産)

南都銀行登美が丘
支店

管 運用益を管理運営費の財源として
いる

115,000,000 円 115,000,000 円
定期預金 100.0 %

6
機械装置
　(その他固定資
産)

生駒市高山町8916
番地12

管 収益事業及び管理運営の用に共し
ている

482,400 円 482,400 円
1-6

映像設備、中央監視
システム

収1 60.0 %

7
什器備品
　(その他固定資
産)

生駒市高山町8916
番地12

管 収益事業及び管理運営の用に共し
ている

182,508 円 182,508 円
1-7

PC、厨房設備他 収1 50.0 %

8
ソフトウェア
　(その他固定資
産)

生駒市高山町8916
番地12

管 収益事業及び管理運営の用に共し
ている

0円 0円
1-8

HP作成一式、Webサ
イトコンテンツ

収1 0.0 %

9
電話加入権
　(その他固定資
産)

管 収益事業及び管理運営の用に共し
ている

300,664 円 300,664 円
1-9

電話回線14回線 収1 50.0 %

10
保証金
　(その他固定資
産)

管
管理運営の用に供している 20,000 円 20,000 円

AEDパッケージ一式 100.0 %

11 長期前払費用
損害保険ジャパン他 管 公益目的事業に使用している建物

の火災保険長期契約の前払い分、
会計ソフトクラウド利用料前払い分

216,189 円 0円
1-10

火災保険1契約他 収1 0.0 %

計（B） 1,273,788,164 円 1,266,292,771 円

３．資産取得資金（公益のみ）（別表Ｃ(4)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額

公益目的
保有財産

共用財産

期首 期末 共用割合

公
円 円

%

計（C） 0円 0円

３．資産取得資金（公益以外）（別表C(4)より）

番号
資金の名称

事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額 共用財産

枝番 期首 期末 共用割合

円 円
%

計（C） 0円 0円

４．特定費用準備資金(公益のみ)（別表Ｃ(5)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額

期首 期末

公
円 円



円 円

計（D） 0円 0円

４．特定費用準備資金(公益以外)（別表Ｃ(5)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額

期首 期末

円 円

計（D） 0円 0円

５．交付者の定めた使途に従い使用・保有している財産（公益のみ。１～４に記載した財産は含まれません。）

番
号

財産の名称
事業
番号
※

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首 期末

円 円

円 円

計（E） 0円 0円

５．交付者の定めた使途に従い使用・保有している財産（公益以外。１～４に記載した財産は含まれません。）

番
号

財産の名称
事業
番号
※

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首 期末

円 円

円 円

計（E） 0円 0円

６．交付者の定めた使途に充てるために保有している資金（公益のみ。１～４に記載した資金は含まれません。）

番
号

資金の名称
事業
番号
※

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首 期末

円 円

円 円

計（F） 0円 0円



６．交付者の定めた使途に充てるために保有している資金（公益以外。１～４に記載した資金は含まれません。）

番
号

資金の名称
事業
番号
※

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首 期末

円 円

円 円

計（F） 0円 0円

控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）
期首 期末

3,180,299,034円 3,171,048,315円

<参考値>

公益目的の３から６の財産の合計額
期首 期末

0円 0円



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

別表C(3)　公益目的保有財産配賦計算表
事業
年度

自 6 年 4 月 1 日 法人コード A007700

至 7 年 3 月 31 日 法人名 公益財団法人奈良先端科学技術
大学院大学支援財団

別表C(2) 控除対象財産 における１．公益目的保有財産の各事業への配賦方法を確認するものです。
複数の事業に関連する財産については、配賦基準を明記の上、記載してください。

（上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

番
号

財産の名称 帳簿価額 配賦基準

公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
公1 公2 公3 公4 公5

共通 小計

収1 収2 他1 他2

共通 小計

1
普通預金
（基本財産）

937,247 使用実態

0 0 0 0 937,247

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 937,247

2
定期預金
（基本財産）

200,000,000 使用実態

0 0 0 0 200,000,000

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 200,000,000

3
投資有価証券
（基本財産）

1,799,062,753 使用実態

1,200,000,000 1,200,000,000 0 0 599,062,753

66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%

1,200,000,000 0 0 0 0 0 1,200,000,000 0 0 0 0 0 0 599,062,753

4
建物

（特定財産）
924,257,991 面積割合

573,950,792 573,950,792 235,517,030 235,517,030 114,790,169

62.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 62.1% 25.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.5% 12.4%

573,950,792 0 0 0 0 0 573,950,792 235,517,030 0 0 0 0 235,517,030 114,790,169

5
機械装置

（その他固定資産）
804,001 直接対応

321,601 321,601 401,992 401,992 80,408

40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 10.0%

321,601 0 0 0 0 0 321,601 401,992 0 0 0 0 401,992 80,408

6
什器備品

（その他固定資産）
364,993 直接対応

182,485 182,485 146,003 146,003 36,505

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.0% 10.0%

182,485 0 0 0 0 0 182,485 146,003 0 0 0 0 146,003 36,505

7
ソフトウェア

（その他固定資産）
2 直接対応

2 2 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0

8
電話加入権

（その他固定資産）
601,328 使用実態

300,664 300,664 240,532 240,532 60,132

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.0% 10.0%

300,664 0 0 0 0 0 300,664 240,532 0 0 0 0 240,532 60,132



記載要領　：　下表の水色欄(■部分）を記載してください。また、必要に応じて、行を追加・削除してください。

事業
年度

自 年 月 日 法人コード

至 年 月 日 法人名

（上段：配賦の根拠数値、中段：配賦割合、下段：配賦額）（単位：円）

番
号

財産の名称 帳簿価額 配賦基準

公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
公1 公2 公3 公4 公5

共通 小計

収1 収2 他1 他2

共通 小計

9

10

11

12

13

14

15

16


